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第3章 ア メ リカ の労働 と法政策
中 窪 裕 也
は じ め に
90年代後半 の ア メ リカ労働法は ､ 大きな変化の 潮流 の 中で生 じた ミク ロ 的な静止状態とい っ た観
があるo 大きな潮流とは ､ ニ ュ ー デ ィ ー ル 以来アメ リカ労働法の 支柱とな っ て きた労使 関係法の 地盤
沈下､ 集団労使関係か ら個別法な差別禁止 立法や労働条件規制 へ ､ とい う動きで あるが ､ 現在では ､
1990年の 障害を持 つ ア メ リカ人法(Am e ric a n sWith Dis abilitie sAct)､19 91年公民権法(CivilRights
Act of 1 991)､ 1 993年の 家族 ･ 医療休暇法 (Fa mily a nd Medic al Le av eAct) と続い た個別立法 の
動きは 一 段落 し､ 他方で ､ 交渉代表組合 の ない企業にお ける労使協力の 明確 な合法化や ､ ス トライ キ
代替労働者の 使用制限な ど､ 労使関係 法をめ ぐる論点も､ これと い っ た進展の ない ままにな っ て い る｡
そ の 主た る要因は ､ 民主党中道 の クリ ン トン政権と共和党の支配す る議会との 間にお ける政治的な
勝者状態で あるo クリン トン政権の 初期に労働法全体の オ ー バ ー ホ ー ル を目指 して鳴り物入りで発足
した ｢ダン ロ ッ プ委員会+ の報告書も ､ 民主党が議会で少数派とな っ たために実現可能性が失われ ､
ほとん ど塩漬け状態に ある ｡ ただ､ 経済状態の 良好さの ため ､ それで も特 に不満は高ま っ て い ない と
い っ たと こ ろで あろう｡ さほ ど遠くない 将来には ､ こ の ような政治 ･ 経済環境が変化す る こと に よ っ
て ､ また大きな展開が見られるもの と思われ る｡
と もあれ本稿で は ､ こ の ような現状 に至 るまで の 経緯を､ 2 つ の角度から検討 してみる こ とに した
い
o 第 一 は ､ より短期的な､ 8 0年代 の共和党政権の 規制緩和政策と ､ そ の 背後にあるア メ リカ 労働
法の 特質という視点である｡ 第二 は ､ 戦後 アメ リ カの 労働政策の 中心 に位置 してきた ､ 全国労働関係
局 (N LRB) の 動きで ある｡
､ 1 80年代の ｢規制緩和+ とアメ リカ労働法の構造変化
<労働法の 規制 の少なさ >
アメ リカで は ､ 特に 1980 年代以降､ 産業 ･ 経済の 様々 な分野にお いて ､ い わ ゆる規制緩和 ､ ディ
レ ギ ュ レ ー シ ョ ン が進展 した｡ より正確に い えば ､ ディ レギ ュ レ ー シ ョ ン の 動きはすでに 70 年代か
ら始ま っ て い たが ､ ｢小さな政府+ と市場メ カ ニ ズ ム を信奉する レ ー ガ ン政権の出現によ っ て ､ こ の
ようなデ ィ レ ギ ュ レ ー シ ョ ン の 潮流 はい っ そう加速され､ トラ ッ クや長距離バ ス の 運賃や ル ー ト設定
の 自由イヒ､ A T &Tの分割と電話料金の 自由化 ､ 金融機関にお ける預金金利と資産運用の 自由化など
が ､ 次々 に実施された｡
しか し､ 80 年代 の ア メリカで は ､ ディ レギ ュ レ ー シ ョ ン の 流れ にもか かわらず ､ 労働法 につ い て
は ､ 特に目立 っ た規制緩和は行われなか っ たo その 理由と して は ､ アメ リカ
.
で はもともと労働法の 規
制が少 なか っ たとい う事実に帰着する ｡
そ もそもア メ リカ は ､ 昔も今も ､ 解雇自由の原則 ､ い わゆる エ ンプ ロ イメ ン.ト ･ ア ッ ト ･ ウイ ル
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(employm e nt at will) が支配す る国で ある o 使用者は ､ 期間の 定め の な い契約 にお いて は ､ い っ で
も自由に労働者を解雇 でき るo 特に 理由が なく ても解雇 できる の だ か ら､ ま してや仕事の ない ときに
従業員を レイ オ フ で きる こ とは 当然で あるo こ の ように解雇が 自由で ある以上 ､ 雇用契約 で どん なに
良い 条件を定めて い て も､ 使用者は解雇に よ っ て い っ で もそ の拘束を逃れ る こ とが でき る｡ そ の ため
ア メ リカ で は ､ 使用者 は - 方的に 労働条件を変更する権利 を有する と考え られ て い るo
そ の 一 方で ､ い わゆる保護立法は発展せず ､ 労働条件 に対す る規制は少ない o 連邦法 で は 19 38年
に公 正労働基準法 (Fair Labor Sta nda rds Act) が制 定されて い るが ､ ｢公 正労働基準+ とは い っ て
も ､ 成人労働者に 関,Lて こ の 法律が 定め るの は ､ 時間あた り最低賃金と ､ 週 4 0時間を超 える労働 に
対する 1･ 5倍 の 時間外貸金と いう 2 点にすぎない o 州法 に よる独自の 条件規制は た しか にあるが ､ た
とえば ､ 年次有給休暇 を義務づ ける法律は ､ 連邦法でも州法 でも見 当た らない ｡
また労働市場に 関す る法規制も極め て少なく ､ た とえば労働者派遣に つ い ても特 に法的規制は存在
しない の で ､ 製造業で も自由に派遣が 行われて い るo 要するに ､ 改めて規制 を緩和するまでもなく ､
アメ リカ の使用者は非常に広 い 自由を保持 してきた の で ある｡･
< 労働者 へ のイ ン パ ク ト>
もちろん ､ 労働法の規制が少 ない からと い っ て ､ す べ て の労働者が劣琴な条件を押 し付 けられ ､ 不
当に解雇されて い るわけでは ない o- しか し､ ひとたび経済状況が厳 しく なっ た場合 ､ 多くの 労働者が
そ の イ ンパ ク トをまとも に受 ける こ とは否定 しがた い事実で あり､ これ を防止す る法的な歯止 めは な
い
｡
1 980年代の ア メ リカ で 生 じたの は ､ まさ にそ の ような事態で ある｡ 当時は ､ 鉄鋼や 自動車などア
メリカ を支えてきた重要産業が ､ 日本か らの輸出等に よ っ て 苦境に追い込 まれ ､ 工場閉鎖が頻発 した
時期で あるo そ の 一 方で ､ レ バ レ ッ ジ ド ･
･
バ イ ･ アウ ト (L OB) を用 い た投機的な企業の 買収と切 り
売りが流行し､ 優良企業まで解体されて しまう ト ス も続出 した｡ さらに ､ セ ン ピ ュ ー タ ー の導入と
高度情報化による職務の再編 ､ 国際競争の激化 に よる コ ス ト切り下げの 圧 九 デ ィ レ ギ ュ レ ー シ ョ ン
の 進展 による産業 鳩 済の 枠組 み の 変化と い っ た ､ より構造的な要因に よ っ て ､ 多数の 労働者が いわ
ゆるリ ス トラやダウ ン サイ ジ ン グを経験す る こ とにな っ た｡
それ で もアメリカ経済全体と して表面的な繁栄が続 い てい た間はよか っ たが ､ 8 0年代末か ら90 年
代初頭 にか けて生 じた深刻な景気後退期には ､ それまで安定的と思われて きた管理職や専門職の ホ ワ
イ トカ ラ ー 層まで もが 削減の対象となり ､ 人々 に大きな心理的シ ョ ッ ク を与えたとい われる｡ 高い 給
与と充実 した付加給付の ある フ ル タイム の ｢よ い職+ が少 なく なる 一 方で ､ パ ー ト､ 派遣､ 脚寺など､
コ ンテ ィ ン ジ ェ ン トと呼ばれ る不安定な雇用 が目だ っ て増加 し､ ｢ダウン サイジ ン グ ･ オ ブ ･ ア メリ
カ+､ 豊か なアメリカ社会そ の もの の危機が喧伝された｡
いずれに しても ､ アメ リカ 企業が 大規模な人員削減を行うに あたり､ 労働法はほ とん ど障害となら
なか づ た o む しろ､ か え っ 七労働者保護の必要性が痛感 され ､ 連邦法で も 1988 年 の 労働者調整 ･ 再
訓練予告法 (恥 rke rA dju stm e nt a nd Retraining Noti fic atio n Act) で ､ 事業所閉鎖ある い は大量
レイ オフ の場 創 こは 60日前の 予告を義務づ けるとい う規制が新設 されたほ どで ある｡
< 組合勢力の衰退 >
他方で ､ 労働組合の ほうに 目 を転 じると､ 80年代 ､ 組合勢力は特 に落 ち込みが 目 立 っ た ｡ 1 980
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年に 21･ 9% あ っ た推定組織率は ､ 1 0年後 の 1990年 には 16. 1 %とな っ た ｡
もともとア メ リカ の組合組織率は長期低落傾向にあり ､ 4 0年代か ら50年代 にかけて は 3 5 %近く あ
つ たの が ､ 現在 では 1 4 %程度にす ぎない ｡ しか も ､ こ の数字は 公共部門も含んだ もの で あり ､ 民間
企業に限れ ばす でに 1 0%を下回 っ て い る｡
と は い え､ こ の ような流れの 中で見て も､ 8 0年代は組合 の組織率だけで はなく実人員ま でが減少
に転 じており ､ 組合勢力 にと っ て ､ とりわけ厳 しい環境で あ っ た ｡ そ の 主た る原因は ､ 組合の 基盤 で
あっ た い わ ゆる ｢重厚長大+ 産業が縮小 した こ とで あるが ､ それ と同時に ､ 組合に対する使用者側の
抵抗が強ま っ た こ とも指摘されて い るo
つ まり ､ 8 0年代の 規制緩和と国際競争の 激化 に よ っ て コ ス ト削減 の 圧力が高ま っ たた め ､ それま
で特に組合 に敵対的で なか っ た企業までが ､ 時には ユ ニ オ ン ･ バ ス タ ー ズ と呼ばれる労働 コ ンサ ル タ
ン トを利用 しなが ら､ 組織化の 防止 や既存組合の放逐に努 めた｡ こ の ような経済環境の 下では ､ 組合
が存在す る場合にも ､ 守勢に回らざるをえない o 団体交渉にお い て ､ 雇用の 維持と引き換えに ､ 組合
側が労働条件面で大幅な譲歩を行うケ ー ス が続出 し､ ｢コ ン セ ッ シ ョ ン ･ バ ー ゲ ニ ン グ+ (譲歩交渉)
という言葉が生まれた｡
さらに ､ もう - つ の 見逃せ ない 要因として ､ 有名な 1981年の 航空管制官ス トライ キの 敗北のイ ン
パ ク トが ある o これは連邦政府職員 の 違法ス トとい う点で特殊なケ ー ス で あるが ､ 時の レ ー ガン大統
領は 1 万 200 0人もの ス ト参加者をす べ て解雇 し､ 代わりに大量の 管制官を採用 して代替させ ると い
う強硬手段をとり､ 見事に成功をお さめ た｡ い わば大洗領自らが範を示す形で ､ ス ト対抗措置と して
の代替音便用 の有効性と ､ 組合恐れ るに足らずと い う意識を強烈 にア ピ ー ルする形とな っ たo
<法的環境の 困難化 >
80年代の ア メリカ では ､ 組合が活動する上で の 法的環境とい う面にお い て も､ そ の 困難を増加 さ
せ る方向に進んだ｡
す なわ ち ､ ア メ リ カ の 労使関係法制 の 基本 をなす の は 1 935年に 制定された全 国労働関係法
(Natio n al Labor Relatio n sAct) で あるが ､ 19 77年に ､ 不当労働行為に対する N LRB(全国労働 関
係局) の救済権限を強化す る法改正 の試みが 失敗に終わり ､ い わば弱点を抱 えた まま 80年代を迎え
たb その ため､ 使用者の違法行為に法が対応できて い ない とい う ｢労働法の 失敗+ の議論が さかん に
行われたと こ ろで ある｡
と こ ろが ､ それに輪をか けるように , 法の 解釈適用の 場面にお い て も重大な変化が生 じた ｡ 第1 に ､
80年代の NL RB が､ 様々 な事項に つ い て従来の 自らの 解釈 を覆 し､ 組合に対 して 非常に厳 しい 立場を
採用 したこ と で あるo 後に 2で見 るように ､ もともと NLRBの 委員は大統領によ っ て任命され るため ､
民主党か共和党か に よ っ て NLR B の立場もか なり左右 に揺れ る傾向があり ､ アイゼ ン ハ ワ ー ･ ボ ー ド､
ケネデ ィ - ･ ボ ー ドとい うように ､ 時の政権の名 を冠 して 呼ばれてきたが ､ こ と レ ー ガン ･ ボ ー ドに
つ い てはそ の振幅が とりわけ大きく ､ か つ 露骨で あっ た と指摘されて い る｡
第2に ､ い わば NLRB の判断の 外枠を決め る立場にある連邦最高裁も ､ こ の時期 ､ い く つ かの 重要
な事項に つ い て ､ 組合の 権利 をより制限する ような判決 を下 した｡ おそらく最も顕著な例 は ､ 1 981
年 の Fir st Nation al Mainte n anc e 事件 (4 52 U. S. 66) で あろう. これは ､ 使用者が事業の 一 部を
廃止す る場合､ そ の決定そ のもの に つ い ては団体交渉義務はない と判断 したもの で ある｡ 以帝の 判決
で示 されて い た団交義務拡大の方向とは対照的に ､ 事業 の範囲の 変更は使用者の 専権で あるとの ト -
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ン を強く打ち出してお り ､
80年代の企業の 整理や買収 を容易化 したと いう こ とが で きる ｡
<労働協約 の 縮小>
い ずれに して も ､ 組合勢力の衰退は ､ 使用者 の 悪意を規制 して被用者の 利益 を守る こ とは法 よりも
むしろ 労働協約の役割 で あっ た と い うア メ リカ的 な文脈 を考えれば ､ 極 め て 重大 で ある ｡ つ ま り ､
アメ リカの 労働絵制は ､ 組織化か ら団体交渉 に至 るまで の道筋に つ い て はかなり介入的な法規制 を行
つ て い るの に 対 し､ 団体交渉に よ っ て決定 される実体的な労働条件に つ い ては ､ ほとん ど完全に 労使
の ｢自由な交渉+ にゆだねて い るo そ こ には ､ 団体交渉を促進する こ とに よ っ て自主的で対等な労働
条件決定が可能となり ､ 国家に よ る直接的な条件規制は不 要となる ､ とい う明確なポ リシ ー が含まれ
て い た とい われる｡
労働協約が 締結された場合､ そ こ に定め られ た労働条件 に つ い て ､ 被用者は い わば ｢協約上 の 権
刺+ を与えられるo 賃金や労働時間はもちろん の こ と､ 解雇 に関 して も ､ ほとん どの 労働協約で は正
当事 由 のない 解雇 を禁 じる規定が存在してお り ､ 被用者 は不当に解雇 されない 権利 を有する｡ こ れら
の権利 は協約 の有効期間を通 じて保障され ､ しか も､ 苦情 ･ 仲裁手続 とい う､ 自主的で簡易迅速な紛
争処理 メカ = ズム まで用意されて い るo こ の ような労働協約 の世界は ､ エ ン プ ロイメ ン ト ･ ア ッ ト
ウイ ル の支配する個別労働契約とは ､ まさに対照的である ｡ とこ ろが､ 組合勢力の 衰退の結果 ､ こ の
ような協約の 世界は どん どん小さく なり ､ あえて言 えば､ 大多数の 被用者とは無関係 な存在とな っ て
しま っ た ｡
<個別法規制 の進展とそ の 意義>
こ の ように組合勢力が衰退する 一 方で ､ アメ リカで は 1 960 年代以降､ い わゆる個別労働法に属す
る痕律が増加 して い る 適 邦法 レ ベ ル で い えば ､1 964年公民権法第7編(TitleVI Iofthe Civi l R ights
Act of 1964- - い わゆる タイ トル ･ セ ブン) をは じめ とす る 一 連の雇用差別禁止 立法や ､ 1 9 7 0
年の職業安全衛生法 (oc c upatio n al Safety a nd Health Act) などの 労働条件規制が進展 して お り､
これ ら と並ん で州法で も様 々 な法 的規制が増加 しつ つ ある ｡ また ､ コ モ ン ･ ロ ー にお い て も､ 19 80
年代に は解雇 自由原則 に 一 定の例外を認 める判例が定着 し､ 裁判所と してある程度 の 労働者保護をは
かる動きが見 られるo
その 結果､ か つ て と比較すれば､ 使用者の フリ ー ハ ン ドが実質的に縮小 して い る こ とは疑い な い o
ただ､ あくま で原則 と して の解雇 自由を前提に しながら､ そ れぞれの 規制や禁止 が少 しず つ 重なり合
つ て パ ッ チワ ー クの ような形に なるとい う､ い ささか煩雑で パ ラ ドキ シ カ ル な状況で ある｡
<規制 の アメ リカ的特色 >
こ の ような個別法の 発展 ､ 法規制 の増加 に つ い ては ､ 様 々 な面でア メ･リカ的な特色が見られ るが ､
ここ で は次の 3点を指摘しておく こ とに したい ｡
第1 は ､ 規制の 内容が ､ 使用者は こういう行為を して は い けない とい うネガテ ィ ブな方向に中心が
ある こ とであ る.
'
したが っ て ､ 被用者に何 か積極的な権利を与 える とい う意味で の 保護は薄 い ｡ その
反面､ 禁止 の 方向で は ､ ｢差別+ の 禁止 と いう規制手法が特 に発達 して お り､, こ とに人種差別で形成
された強力な払理が他の 差別 にも応用され ､ 採用 から解雇まで の 全局面 を通 じて ､ か なり強力な規制
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の体系と なっ て い る｡
第2 は ､ 規制 の 法涙 が ､ 連邦の 制定法､ 州 の制定法 ､ 裁判所 の コ モ ン ･ ロ ー と､ 非常に 多元的で あ
るこ とで ある｡ 同 じ連邦 の制定法の 中でも ､ 差別禁止 は EEOC (雇用機会均等委員会)､ 労働条件規制
は労働省 と い うように ､ 実施機関が分かれて い る｡ そ の た め ､ 相互 の 関係 が しばしば錯綜 し､ 全体と
して の続 一 性が欠けて い るo
第3 は ､ こ の ように次々 と被用者個人の 法的権利が生まれ ､ 裁判所や行政機関に持ち込 まれ る紛争
の数が極 めて増加 して い るた め ､ い わゆる ADR､ つ まり調停や仲裁など､ 訴訟に代わる代替的な紛争
解決手段が ク ロ ー ズア ッ プされて い る こ とで ある｡ 判例の 立場は ､ 基本的に はそ の ような自主的解決
を承認 し奨励する方向に推移 して い る とい えるが ､ 個別労使 の 間で果 して公正 な仲裁が可能か という
疑問も残 っ てお り ､ なお不透明な部分がある｡
<法的権利 - の シ フ ト>
ともあれ ､ かか る個別法 の発展 を､ 組合組織率の 低下と照ら し合わせてみれ ば､ ア メリカ労働法自
体の パ ラダイ ム の 変化が浮か び 上が っ てく る o つ まり ､ 使用者の 窓意 から被用者を守 るという役割
が ､ 労働協約か ら法 - と シ フ トしたとい うこ とで ある｡ か つ ては労働者個人の雇用上の 権利 はない に
等 しい とい う状況の 下で ､ 団体交渉によ っ て ｢協約上 の権利+ を付与するとい う構造であ っ た｡ と こ
ろが今日で は ､ 個別法の 発展によ っ て ､ 労働者個人に様々 な ｢法律上の 権利+ が与 えられて い る｡ ｢協
約上 の権利+ の 相対的な価値の低 下に よ っ て組合の 存在意義が 改めて 問い直される 一 方で ､ ｢法律上
の 権利+ の 存在は ､ 今 日 の ア メリカ の 労働政策を考える上で も､ 重要な与件とな っ て い る の である｡
ア メリカ労使関係法の戦後
< N LRB の戦後 の軌跡 >
1 で見たようなアメ リカ 労働法 の構造変化を裏側から映 し出すか の ように ､ 労使 関係法の 運営主体
である N LRB(Natio n al Labo rRelatio n sBo a rd - 全国労働関係局) の 戦後の 軌跡をた どっ た研究
が ､ コ - ネル 大学の ジ ェ ー ム ズ ･ グ ロ ス 教授 によ っ て発表 されて い る(Ja m e sA. Gr o s s, B ROKEN PR OMISE:
THE SUBV ERSION OF U･ S･ 1LABO R RE LA TI ONS POLICY, 194 7- 1 994, Temple Univ e r sity Pr e s s, 1 995)o
t
NLRBは ､
■
ニ ュ ー デ ィ ー ル 労働立法の 支柱で ある 1 935年の 全国労働関係法 ､ い わゆる ワグナ ー 法に
よ っ て創設 された行政委員会であり ､ 不当野働行為の救済と代表選挙の 実施を通 じて ､ 同法の施行を
一 手 に担う存在で あるo しか し､ 全国労働関係法はそ の後､ 1 947年 のタ フ ト ･ ハ ー ト レ 一 法に よ っ
て大き な修正 を受けており､ 団結活動支叡 団体交渉促進を基本とす る ワグナ ー 陰に対 して ､ 団結 し
ない権利 の保障､ 労働組合 の不 当労働行為 の創設 など､ 組合規制的な色彩を格段に強化 した｡ 第2次
世界大戦終了後の 大規模 ス トの続発に対す る世論 の反発 ､ さらにほ ニ ュ ー デ ィ ー ル 期にお ける組合勢
力の著 しい 伸長に対す る警戒が ､ トル ー マ ン大統領の拒否権行使を乗り越えて ､ タ フ ト ･ ハ ー ト レ 一
法 を成立させたの で ある｡
1 980 年代に誰 の 目にも顕著に な っ た組合勢力の衰退は ､ 巨視的に見れ ば､ こ の ようなタフ ト ･ ハ
ー ト レ 一 法がもたらした変化が つ い に実現されたもの と位置づ ける こ とも可能で ある｡ そ こ に至 るま
での プロ セ ス とダイナ ミ ズム を､絵運用主体であるN L R B の動きを通 じて詳細に分析 したと ころに ､
グ ロ ス の 研究 の意義が ある.
rb
- 39 -
< タ フ ト ‥ ､ - ト レ ー 法の 二 面性 >
グ ロ ス は基本的な視点 と して ､ タフ ト ･ ハ ー ト レ 一 法に よ りもたらされた法 目的の ア ン ビ バ レ ン ス
に注目するo 周知 の ように ､ タ フ ト ･ ハ ー ト レ 一 法 による改正 の 主眼は ､ ワ グナ ー 法の 片面性を改め
て労使間の力の 適正 なバ ラ ン ス を回復す る こ とに あ っ た o そ こ で は団結活動 ･ 団体交渉に 関する被用
者 の ｢選択の 自由+ が 強調され ､ 組合が これに不当な圧 力を加 える こ とは不 当労働行為と して 禁止 さ
れたo しか し同時に ､ タ フ ト ･ /､ - ト レ ー 法は ､ 団結活動 に対す る使用者 の妨害の 排除､ 団体交渉の
促進 によ る紛争 の 平和的解決と いう ､ ワ グナ ー 法の 目的と法 シ ス テ ム を引き継 い でもい る｡
つ まり ､ グ ロ ス に よれ ば､ タ フ ト ･ ハ ー ト レ 一 法 の 中に は ､ 団体交渉に対する国家の 姿勢と して ､
｢中立+ と ｢肩入れ+ とい う潜在的に矛盾す る 2 つ の ベ ク トル が併存 して い る . そ の た めN L R B臥
単なる法の執行機関にと どま らず ､ 両者の 間で の どの 方向を選択す べ きかとい う重大な労働政策決定
の 場となり ､ さま ざまな政治的圧力を呼 び込む こ とに なる｡
<タ フ ト ･ ハ ー ト レ 一 法 の 定着期 >
NLRBは ､ ワ グナ ー 法の 下で も っ ばら団体交渉促進 の ため に活動 してき た機 関 で あり ､ タ フ ト ･ ハ
ー ト レ 一 法に対 して は当初､ 拒否反応が 強か っ たo そ の ような経緯 か ら､ 194 0年代末か ら 50 年代初
頭は ､ 組合の 不当労働行為事件に つ い て極 めて消極的な態度をと り ､ 法 の厳 正な執行を主張する連邦
議会から､ 陰に陽 に圧力を受 けて い る｡
それ と並ん で注目す べ きは ､ 組織構造の 変更がもたら した混乱で あるo タ ? ト ･ ハ ー ト レ 一 法は ,
NLR Bが訴追と判定 の両方を行うの は不当との 批判を考慮 して ､ 5名の 委員 による局委員会 (Bo a rd)
を判定機 関に純化 し､ 訴追機能は新設 の事務総長 (Ge n e r al Co u n s el) に委ねた ｡ とこ ろが ､ 初代 の
事務総長に任命された De nha mは タフ ト ハ ー ト レ ー 法 の信奉者で あり ､ あらゆる場面 で He r z og 委員
長と対立 して ､ 組織に大きな混乱と乳擦をもたら したQ 最終的には De nha m の更迭に より決着が つ け
られ るが ､ そ の 間に NL RB の権威は対外的に も対内的に も大きく傷つ けられた｡
他方 ､ 今と
+
な っ て は驚き を感 じて しまうが ､ 1 948年 の選挙で の 民主党の 勝利 を受けて ､ タ フ ト
ハ ー トレ ー 法の 撤廃が現実 の 可能性と して議論された こ とも指摘されて い るo 共和党側 の 改正案で は ､
ワ グナ ー 法 - の 完全復帰とい う組合側 の 主 熟ま入れられなか っ たもの の ､ 被用者の消極的権利の 保障
の 削除をは じめ､ 組合の不当労働行為規制 の緩和 ､ 事務総長の廃止 など､ 相当な譲歩が含まれて い た
｡
しか し､ 組合側が これ を拒否 して採決に持 ち込まれたため ､ 結局い ずれ の 改正案も否決され ､ タフ ト
ハ ー ト レ ー 法は そ の ままと いう結果 に終わ っ たo 組合側 の致命的な状況判断の 誤り
.
とい うほかない が ､
グロ ス はそれに とどまらず ､ 議会が タ フ ト ･ ハ ー ト レ 一 法の矛盾にき ちん と対処 して (い ずれの 方 向
で あれ) 明確な労働政策を宣明す る機会を逃 した こ とを遺憾と して い る｡
< アイゼ ン ハ ワ ー 政権の 時代 >
戦後の NLRBに大きな転機をもたら したの は ､ 1 95 3年 から 60 年まで の アイ ゼ ン ハ ワ ー 政権の時代
で あるo NLRBが初めて経験する共和党政権で あ っ たが ､ 労働問題 に 関する当初の 姿勢は意外に柔軟
で あり､ 組合側に配慮して タフ ト ′> - トレ ー 法の 修正 の 方向を模索した りも したo しか し､ アイゼ
ン ハ ワ ー 大統領に よ っ て 19 53年に任命された Fa rne r 委員長ら新たな委員の 下で ､ NL忙= ま従来の法
解釈 を次々 に 嵐L'て い っ,
･f=o その 内容臥 使用者e)言論 の 自由の 拡大 ､ 組合の 行動 に対す る保護の 縮
小 と規制の強化 ､ 団体交渉事項の 限定など､ いずれも組合側に衝撃を与えるもの で あっ た ｡ これは 実
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質的な法改正 と い うべ き大規模 な解釈変更で あり ､ 労働政策自体の 転換を意味す るo かか る変化が政
治的要因に よる こ とは明白で あ っ たにもかか わ らず ､ NL RBが あく ま で ｢中立+ を標接 して い た こ と
に ､ グ ロ ス は厳 しい 批判 の 目を向けて い る｡
なお ､ 195 9年 には ､ 組合の 内部関係に対する法規制と して ､ ラン ドラム ･ グリ フ ィ ン 法が制定 さ
れた｡ これに関 して グ ロ ス は ､ 組合腐敗 を批判す る世論 の 高ま りを軽視 して タフ ト ･ - - ト レ ー 法 の
修正 に固執 した組合側の判断 ミス と ､ 巨大な労働組合勢力に ｢普通の 人々+ が勇敢に立 ち向かうと い
う図式を流布させた使用者側の イメ ー ジ戦略 の成功を指摘 して い るo
< ケネデ ィ ､ ジ ョ ン ソ ン 政権の 時代 >
ケネデ ィ ､ ジ ョ ン ソン と民主党政権が復活 した 1 96 0年代は ､ い わば5 0年代の ア ン チテ ー ゼ で ある｡
ケネディ に より任命され た McCullo ch 委員長 らの 新しい顔 ぶれが ､ N LRB の方向を 一 挙に逆転させた o
こ れは ､ ア イゼ ン ハ ワ ー 政権下で の転回を裏返 しに したような広範か つ 急速 な変化 で あり ､ 使用者
の言論 ､ ロ ッ クア ウ ト､ ピケ ッ テ ィ ン グ､ 交渉単位の決定などの重要領域にお い て ､ ⅣLRBは 19 50年
代の自らの見解 を次々 に否定 し､ 団結活動の保護､ 団体交渉の 促進 ､ 使用者 の行為の 規制 とい う方向
に進んだ｡ さらに NL RB は ､ 経営上 の決定に関する団体交渉義務の 承認 などに よ っ て ､ 特に団体交渉
過程を強化する態度を打ち出した ｡ ア メリカ的な産業民主制 (indu strial dem o c r a cy) のイメ ー ジが
最も光彩を放 っ た時期と い えよう｡
そ の 一 方で ､ か か る NL
,
RB の態度は使用者側に深刻な危機感 を抱かせ ､ そ の抵抗を強め る結果にな
っ たo 様 々 な使用者団体が共通の 目標と して NL RB の改革を掲げ､ 法律改正案を作成す るとともに ､NLRB
や組合 に批判的な世論を形成す るた めに巧妙 なキ ャ ン ペ ー ン を展開 したとされ る｡
< ニ ク ソン政権から レ ー ガン , ブ ッ シ ュ 政権まで >
19 60年代の 終わり以降､ NL RBは再び転回し､ 1950年代と 同じ方向 - と進ん で いく｡ 197 0年代は ､
これが ごく 目立た ない形で進行 したo ニ ク ソン に より 任命された Mille r 委員長の 下 ､ N LRBは ､ 声
高に法解釈の 変更を宣言す るよりも､ 事実認定や評価の ス タン ス の 変化や権限行使の 自制と い っ た
形で McCullo ch時代 の法 理 を空洞化させ ､ 結果的に慣用音 の自由を増大させて い っ た｡ そ の 一 方で ､
議会で は ､ カ ー タ ー 政権の 下で ､ 長年 の懸案となっ て いた NL RB の救済権限の強化 ､ 手続の迅速化 の
l
ため の 法案が提 出され ､ 19 77年 に下院を通過 した が ､ 労使双方 の ロ ビ イ ン グ合戦の末 に ､ 結局は不
成立 に終わ っ たo そ の過程で ､ 使用者側 の組織化に対す る抵抗の増大と政治力の 強化､ 他方で組合勢
力 の衰退が ､ 誰の 目 にも明らか にな っ た｡
そ して ､ つ い に 1 980年代､ レ ー ガ ン に よ っ て筋金入りの 反組合主義者である Dots o n が委員長に
任命され ､ 他の 保守派委員とともに ､ 1ゝ950年代を Lの ぐようなドラス テ ィ ッ ク な先例変更を行 っ たo
しかも ､ 露骨 に政治的で辛味な委員長 の パ ー ソナリティ から､ 委員相互間の 不和 ､ 職員の モ ラ ー ル の
低下 ､ 空前の 未処理件数の発生な ど､ N LRBと いう組織自体が危機 的状況に陥っ た｡ 次の Stephe n s委
員長の 下ではより穏健な立場に戻 っ たようをこ見えるが ､ 本質的には ほとん ど変わらない とい うの がグ
ロ ス の評価で ある ｡ レ ー ガ ン ､ ブ ッ シ ュ 政権の 時代は委員の 空席が しば しば放置され､ 5人の 委員全
員が揃 っ て い たの は 1 2年間の うちわずか 38% の期間にすぎない との指摘には､ 驚きを禁じえない ｡
そ こ に示されて い るの は ､ アメリカ社会にお ける ｢労使関係+ そ の もの の 地盤沈下で ある｡ レ ー ガ
ン政権下の NLRBは組合側の 激 しい反発を買 っ たが ､ 果た して それは 一 般大衆にと っ て どれだけの 意
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味 を持 っ て い た の で あろ うかo N LRB8こ して も､ タ フ ト ･ /､ - ト レ ー 法 に しても ､ ある い は労働組合
に しても､ 1 94 0年代 ､ 50年代にそれ らが持 っ て いた重 みが失われ ､ す べ て が コ ッ プの 中の 嵐となっ
て しま っ たような印象を受 けるゐで ある｡
< 労働政策の 欠落>
グ ロ
､
ス によれ ば､ タ フ ト ･ ハ ー ト レ 一 法が 2 つ の 労働改策を内包 して い るため ､ N LRBfま解釈 の名
の 下に実質的な労働政策 の選択とも い う べ き大きな振れを繰り返 して きた ｡ そ の背後に政治力学が存
在す る こ とは明白で あり ､ NL RBは決 して 中立 で は ありえ ない ｡ こ の ような構造 は ､ 政策の 安定性 に
と っ ても NLRB の権威に と っ て も有害で あり ､ 問題解決の た め には ､ 個 々 の法 理 を超 えた労働政策そ
の もの の 再定義が必 要で ある . しか るに ､ 議会は タ フ ト ハ ー ト レ ー 法以来こ れを放置 したままで あ
り ､ 連邦最高裁もその とき どきの 裁判官 の 主観的な価値判断 を下すに とどまり ､ 大統領も勇気 あるリ
ー ダ ー シ ッ プ を発揮 して こ なか っ た o 使用者側 は い たずらに団体交渉 - の 抵抗を強化 し､ 組合側 は戦
略ミ ス を繰り返 して衰退 して い る｡
グ ロ ス の 立場は極めて は っ きり して い るo 労働政策は ､ 人間の 尊厳 ､ 連帯､ 正義 を実現す るとい う
道徳的 ･ 倫理的な問題で あり ､ 今 こ そ ワ グナ ー 法 の 精神 を再生 して ､ 政府 が団体交渉 の 後押しをする
こ とを明確にせ よと訴えて い る o 誠実で ま っ とうな主張で あるが ､ 今 日の アメリカ におい て それが い
か に実現困難で あるか は ､ 本人が最も よく知る と こ ろで あろう｡
本書が対象と した期間 の後 ､ 民主党の クリ ン トン政権の 下で ､ 高名 な労働法学者で ある Go ul dが委
員長に任命された (19 94- 98年). 彼 は自他 ともに認 め る団体交渉推進派で あり ､ 独特の リ ー ダ ー シ
ッ プ を発揮して 組織を再活性化 させ たが ､ N LRB の立場そ の もの には あま り劇的な変化 はなか っ た と
も言 われる｡ グ ロ ス によ る評価を､ ぜひ 聞い て みた い とこ ろである｡
結 び
以上 の 2 つ の角度か らの概観が 示す の は ､ もはや陳腐で あるが ､ ニ ュ ー デ ィ ー ル の 労働政策､ 団体
交渉を中心にす えた集団的な労使関係 モ デ ル の 衰退 で ある ｡ 組合組織率 の 落ち込み に ､ 個別法の 発展
に よ る法的権利の 伸長 と､ グ ロ ス の 著書にも頻出す る組合イ メ ー ジの 低落を合わせ考えれば､ 労使関
係法制を どの ように修 正 してみて も､ 昔日 の ようにす べ て を団体交渉にゆだね るこ とは不可能で あろ
う｡
他方 で ､ 新 しい発展領域で ある雇用差別禁止法や特定の 労働条件規制 は ､ 特定の 目的の ため の規制
がパ ッ チ ワ ー ク の ように集積 したもの で あり ､ ｢労働+に関する法政策と して の 統 一 性 を欠 いて い る｡
しか も､ 個々 の 労働者がそれぞれ に法的権利 の 実現を目指すこ とは ､ 訴訟 の頻発 などの 弊害が生 じか
ねな い - 方で (こ れに 関す る声高な批判 の 例 と して ､ Walte r a. 01s o n, TflE EXCU SE FA CTORY: H W
EMPL OYMEN T LAWIS PAR ALY Z ING THE
■
AME RICA N W ORKP LACE, Fr e ePr e s s, 1 99 7)､ 労働者に とっ て は孤
立無援状態となり ､ 権利 が事実上実現 されない結果となる可能性もある｡
現在はとりあえず の勝者状態に あるが ､ 次 の展開期には ､ アメリカ合衆国と して の新たな労働政策
をどこ に焦点をあてて どう構築す るの か ､ という大きなポリ シ ー の 問題 に直面せ ざるをえないで あろ
う｡
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